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2009年 （平 成 21年 ）    

4.5 北朝鮮がミサイルを発射 
5.25 北朝鮮が核実験を実施(H18.10.9 に続く２回目) 
6.13 国連安保理は北朝鮮による核実験実施を強く非難し、追加的な措置を決定 

（国連安保理決議 1874 号） 
7.4  北朝鮮が弾道ミサイルを発射。北朝鮮沿岸に近い日本海に落下 
9.23 日米首脳会談。拉致問題での連携を合意 
10.10 日中韓首脳会談。北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議再開に向け、３カ国が連携することで一致 
12.8 米朝公式会談。ボズワース米政府特別代表が訪朝。北朝鮮の「６カ国協議復帰」の言質を 

とれなかった。 
2010年 （平 成 22年 ） 

3.26  韓国の大型哨戒艦「天安」が爆発・沈没（天安号事件） 

7.9  国連安全保障理事会が、韓国哨戒艦沈没事件を非難する議長声明を採択 

7.20～23  金賢姫元北朝鮮工作員が来日し、拉致被害者家族らと面会 

9.28  金正日総書記の三男（正恩氏）が事実上の後継者に 

11.23  北朝鮮が韓国・延坪島を砲撃（民間人２名を含む４名が死亡） 

2011年 （平 成 23年 ） 

12.17 金正日総書記が死亡 

2012年 （平 成 24年 ） 

4.11 金正恩氏が朝鮮労働党第 1 書記に就任 

4.13 北朝鮮が人工衛星と称するミサイル発射。韓国沿岸に近い海に落下 

4.16 国連安全保障理事会が長距離弾道ミサイル発射を強く非難する議長声明を採択 

7.16 「国民のつどい in 米子」に、松原拉致問題担当大臣が出席 

8.9～10 日朝赤十字協議を北京で開催 

8.29～31 4 年ぶりとなる日朝政府間協議（予備協議）を開催（中国・北京） 

11.15～16 日朝政府間協議（局長級協議）を開催（モンゴル・ウランバートル） 

12.12 北朝鮮が人工衛星と称するミサイル発射 
2013年 （平 成 25年 ） 

2.12 北朝鮮が核実験を実施 

3.7 国連安全保障理事会は北朝鮮による核実験実施を安保理決議違反として非難北朝鮮に対する

制裁を大幅に強化する決議案を採択（国連安保理決議 2094 号） 

3.22 国連人権理事会に、拉致問題を含む北朝鮮の人権侵害の実態を調べる調査委員会を設置 

3.30 古屋拉致問題担当大臣が来県。松本京子さん拉致現場等を視察 

8.29～30 国連人権理事会に設置された調査委員会が公聴会を開催 

2014年 （平 成 26年 ）  

3.30～31 日朝政府間協議（中国・北京）。拉致問題について協議継続で一致 
5.29 日朝政府間協議（スウェーデン・ストックホルム）。拉致被害者及び拉致の疑いが排除でき

ない行方不明者の方々を含む全ての日本人に関する包括的かつ全面的調査の実施を合意 

（ストックホルム合意） 

7.1 日朝政府間協議（中国・北京） 

北朝鮮から特別調査委員会の組織、構成、責任者等に関する説明 
7.4 北朝鮮の「特別調査委員会」による調査開始。制裁措置の一部を解除 
9.18 北朝鮮が、特別調査委員会の調査は 1 年程度を目標としており現在はまだ初期段階である、と

連絡 
10.28～29 北朝鮮・平壌へ日本政府代表団を派遣。北朝鮮特別調査委員会幹部と協議 

12.18 国連総会において、北朝鮮の人権侵害を「人道に対する罪」として非難し、国際刑事裁判所

（ICC）へ付託するよう国連安保理に促す決議を採択 
 

 

 



2015年 （平 成 27年 ）  

7.2 北朝鮮は拉致被害者等の再調査結果報告の延期を日本側に伝達 
10.12 「国民のつどい in 米子」に、加藤拉致問題担当大臣が出席 

 
2016年 （平 成 28年 ）  

1.6 北朝鮮が核実験を実施 
2.7 北朝鮮が弾道ミサイル発射 

2.10 日本政府は、日本独自の制裁措置の強化を決定 

2.13 北朝鮮は日本人拉致被害者の再調査の全面中止を表明 

3.3 国連安全保障理事会は、北朝鮮による 1 月 6 日の核実験及び 2 月 7 日の弾道ミサイル発射を安

保理決議違反と認定。北朝鮮に対する制裁を強化する決議案を全会一致で採択 

（国連安保理決議 2270 号） 

 
     
  


